
（別紙）

須賀川市における都市計画法施行規則第６０条に基づく証明書の取扱いについて

●建築計画敷地の所在位置によって以下のとおり取り扱う。

１．市街化区域内の場合

受けていない 1,000㎡未満

受けている
 1,000㎡以上

1,000㎡以上

 1,000㎡未満

添付されていない

 添付されている 発生する

発生しない

２．市街化調整区域内の場合

受けていない

 受けている

添付されていない

発生する

 添付されている

発生しない

３．都市計画区域外の場合

４．その他不要なもの
計画通知、工作物（第一種及び第二種特定工作物以外）

５．留意事項

申請地における公共施設の改廃等 不要

「１．市街化区域内の場合」における敷地面積に関する「1,000㎡」を「10,000㎡」と
読み替える。

６０条証明は、確認申請と整合する内容で取得した原本を確認申請書に添付するものとす
る。また、本取扱いは、都市計画法への適合性について、この表によらないものや疑義が
生じた場合等、建築主事が６０条証明を求めることを妨げるものではない。

要

開発許可

要

不要
申請地における公共施設の改廃等

開発許可を過去に受けた土地か

次のいずれかが添付
　①開発行為の検査済証（写）
　　公共施設の検査済証（写）
　②都市計画法第４２条の許可証（写）
　③都市計画法第４３条の許可証（写）

要

敷地面積
1,000㎡

開発許可を過去に受けた土地か

不要

要

要
開発行為の検査済証（写）
公共施設の検査済証（写）

敷地面積
1,000㎡


